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　日本は 2008 年 4 月，国連女性差別撤廃委員会（Committee on the Elimination of 
Discrimination against Women：以下，CEDAW）へ「女性差別撤廃条約実施状況」の第 6




「女性差別撤廃条約 9および ILO100号条約 10に沿った同一労働および同一価値の労働に対
する同一報酬の原則と認識できる条項が，労働基準法にないことを懸念する11」との指摘
 7 外務省（2008）「女性差別撤廃条約実施状況 第 6 回報告（仮訳）」http://www.mofa.go.jp/mofaj/
gaiko/josi/pdfs/hokoku06.pdf（2013.03.28アクセス）．
 8 内閣府男女共同参画局（2008）「女性差別撤廃委員会の最終見解」http://www.gender.go.jp/teppai/ 
6th/CEDAW6_co_j.pdf（2013.03.28アクセス）．
 9 日本は，1985年 6 月に批准している．
10 日本は，1967年 8 月に批准している．















間の各日は 1 日 8 時間を超えて労働させてはならない」ことが，「労基法」で規定されて
いる．しかし，この規定に関しては，1 週間単位，1 ヵ月単位，1 年単位の変形労働時間






下，「労働時間等改善措置法」）が，2006年 4 月 1 日から施行された．「労働時間等改善措




































13 2013年 9 月 1 日に，厚生労働省が実施した電話相談（相談件数1,042件）における相談内容（複




14 1997年「男女雇用機会均等法」の改正までは，女性の時間外労働の限度（1 日 2 時間，1 週間 6
時間，年間150時間）が「労基法」に規定されていた．この規定を撤廃せずに，男女の時間外労
働の限度とする方策がとられるべきだったのではないだろうか．
15 「労働時間等の設定に関する特別措置法」第 1 条の 2（定義）参照．http://law.e-gov.go.jp/htmldata/
H04/H04HO090.html（2013.09.30アクセス）．









































る），ｲ .精神的自立，ｳ .健康的身体的自立，ｴ .社会的自立，ｵ .生活技術的自立，ｶ .政治的･契約
的自立の 6 つの枠組みから考える必要がある．詳細は大橋（2002）を参照．
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ア社会福祉学』中央法規出版，東京，pp.284-285．















































首相官邸（2013）「日本再興戦略 ― JAPAN is BACK―」http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/
昭和女子大学女性文化研究所紀要　第41号（2014.3）
53
pdf/saikou_jpn.pdf（2013.09.30アクセス）．
谷口明弘（2003）「自立生活支援」澤田信子 他 編著『福祉キーワードシリーズ介護』中央法規出版，
東京，pp.21-22．
　　　　（2005）『MINERVA 福祉ライブラリー85　障害をもつ人たちの自立生活とケアマネジメン
ト― IL概念とエンパワメントの視点から ―』ミネルヴァ書房，京都．
若者・女性活躍推進フォーラム（2013）「我が国の若者・女性の活躍推進のための提言」http://www.
kantei.go.jp/jp/singi/ywforum/pdf/teigen.pdf（2013.09.30アクセス）．
（すぎた　あけみ　千葉経済大学短期大学部教授　女性文化研究所特別研究員）
